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様式１ 

一 般 競 争 入 札 公 告 

 

令和 8年 6月 15日 

 

社会福祉法人 みなと福祉会  

理事長 石川修 

 

１ 入札に付する事項 

（１）工 事 名  しおかぜ作業所 大規模修繕工事 

 （２）工事場所 愛知県名古屋市港区正保町 8-134 
 （３）工事内容 大規模修繕工事 

           用途：就労継続 B 型 定員 10 名 ・ 生活介護 定員 30 名 
           構造：鉄筋コンクリート造２階建 延床面積：約６７８．８３㎡ 

 （４）工  期 契約日 ～  令和８年１０月３０日 

（５）入札に関して：落札にあたっては、入札書に記載された金額は消費税及び地方消費税を含む。 
本工事は、参加資格確認申請及び入札等を書面で行う対象工事 
（以下「紙入札方式」という。）です。 

（６）予 定 価 格：有 
（７）低入札調査基準価格：無（失格判断基準価格 無） 
（８）最低制限価格：有 

 （９）支払時期  竣工時： 令和８年 １０月末予定（１００％） 

    ※ただし、補助金をもって支払う場合にあっては、名古屋市の補助金の入金後遅滞なく、ま

た、借入金をもって支払う場合にあっては、福祉医療機構等からの資金交付があった後遅

滞なく支払う。 

（10）不可抗力等による協議事項 
近年の国際情勢、物流事情、原材料供給状況等の影響により、工事材料の供給遅延、価格

高騰、輸送停滞等が発生する場合がある。 
特に現在の中東情勢その他国際的要因に起因する資材不足・納期遅延等、受注者の責によ

らないやむを得ない事由が発生した場合については、工期延長、施工方法、代替材料、工

程変更等について発注者・受注者双方協議のうえ対応を決定するものとする。 

 （11）工事期間中注意事項：敷地内の駐車場利用について、送迎、食品、おむつ・リネン類、ごみ回収等

にて職員・業者も駐車スペースを利用しますので、可能な限り配慮して施工

を行う事。 

 

２ 競争入札参加資格 

   ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

   イ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号に該当する事実があった後３年を経過しな

い者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱に基づく指名停止を受けている者

を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する

者でないこと。 

ウ 名古屋市における令和８・９年度競争入札参加資格建築工事Ｃ等級以上の認定を受けてい

ること。 

   エ 愛知県内に本店、支店又は営業所を有すること。 
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オ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づく更生手続開始

の決定後、ウに掲げる名古屋市競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこ

と。 

   カ 民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づく再生手続開始

の決定後、ウに掲げる名古屋市競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこ

と。 
   キ 建設業法の建築工事に係る監理技術者（同法第２７条の１８に規定する監理技術者資格者

証を有する者に限る。以下同じ。）を本工事に配置できること。（専任でなくても良い） 
   ク 入札公告の日から落札決定までの間に、名古屋市指名停止要綱に基づく指名停止の措置を

受けていないこと。 
   ケ 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の

排除に関する合意書及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係事業者の排除に関す

る取扱要綱に基づく排除措置期間がないこと。 
   コ 当法人の役員並びに評議員と親族等の特殊の関係がある者が役員等をしている企業でな

いこと。 
サ 平成 28 年度以降、元請として同種施設の建築工事（改修工事を含む）を運営状態での修

繕工事の実績がある事。（同種の施設は延べ床面積で 500 ㎡以上、かつ鉄筋コンクリート造

もしくは鉄骨造で、児童福祉施設等） 
    
３ 入札手続等 

（１）入札参加申出書等の提出期間、場所及び方法 
   ア 提出期間 
      令和 8年 6月 15日（月）から令和 8年 6月 23日（火）までの午前９時から午後４時ま

でとし、(最終日においては正午まで、土曜日・日曜日及び祝日を除く)、イまで持参も

しくは郵送することとします。お越しになる前に事前に問い合わせ先へご連絡下さい。 

   イ 提出場所 
〒455-0803 名古屋市港区入場一丁目 114番地の 1 

社会福祉法人 みなと福祉会 事務局 

   ウ 提出書類 
① 入札参加申出書 
② 登記簿謄本の写し 
③ 建設業許可証の写し（有効期限がわかるもの） 
④ 名古屋市における一般競争入札参加資格審査の結果通知書の写し（最新年度） 
⑤ 愛知県内に本店、支店又は営業所を有することが確認できる書類 
⑥ 一般競争入札参加要件総括表（書式１－２） 
⑦ 配置予定技術者の資格、経歴が確認できる書類（書式１－３） 
⑧ 会社案内及び会社役員構成・氏名が確認できるもの 

 
（２） 競争参加資格の確認   

      競争参加資格の確認は、入札参加申出書及び資料の提出期限の日をもって行うものとし、

その結果は令和 8年 6月 25日（金）までに e-mail または郵送にて通知します。 
  
（３） 設計図書の交付方法 

      本公告に示した競争入札参加資格を有すると認められた者に対し、令和 8 年 6 月 25 日

（金）までに e-mail にて交付します。 
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（４） 入札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 
   ア 入札日時 
      令和 8年 7月 9日（木） １１時 
   イ 入札場所 

〒455-0803 名古屋市港区入場一丁目 114番地の 1  

社会福祉法人 みなと福祉会 会議室 

   ウ 入札書の提出方法 
入札書は、持参にて提出してください。また、入札の時に委任状（代表取締役等代表権

をもつ者から委任された者が入札する場合のみ）及び入札説明書で指定する誓約書を提出

してください。なお、委任状、誓約書を提出しない者については、入札に参加できない場

合があります。 
   エ 入札方法 
      入札は、総額で行うものとします。 

入札書に記載する金額は消費税及び地方消費税込とします。 
オ その他 

      工事費内訳明細書については、落札者のみ入札日から 3 日以内に提出して下さい。 
 

４ その他 
 （１）入札の無効 
      本公告及び入札説明書に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、入札参加申

出書等に虚偽の記載をした者の入札及び公正かつ適正な見積により工事費内訳明細書が

作成されていないことが確認の結果明らかとなった場合等入札に関する条件に違反した

入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消し

ます。 
 
 （２）入札の執行 
      開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないとき

は、直ちに、再度の入札を行います。なお、再度入札は初度入札を含め３回を限度としま

す。 
 
 （３）落札者の決定方法 

予定価格の範囲内で最低の価格にて、かつ最低制限価格を下回らない価格にて入札した者

を落札者とします。なお、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ち

にくじ引きにて落札者を決定します。 
 
 （４）履行保証 
     無し 

 
（５）談合その他の不正行為に係る賠償額の予定等 

     この契約において、談合等の不正行為により本法人が被った金銭的損害の賠償等について

は、別紙「談合その他の不正行為に係る特約条項」に基づくものとします。 
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（６）設計図書に対する質問 
     設計図書に対する質問がある場合は、次に従い、書面により提出ください。 
    ア 受付期間 

 e-mail にて令和 8年 7月 1日（水）午後４時必着分までとします。 
※質疑が無い場合も、「質疑無し」と記載の上メールください。     

イ 回答日時 
       e-mail にて令和 8年 7月 3日（金）までとします。 
 
（７）施設運営継続への配慮  

本施設は工事期間中も通常運営を継続するため、施工にあたっては利用者・入者・職員の安

全および生活環境に最大限配慮すること。 
特に以下の事項について十分留意すること。 
・騒音・振動を伴う作業は事前協議のうえ実施すること 
・臭気・粉塵の発生防止対策を講じること 
・利用者動線・避難動線を常時確保すること 
・工事区画については適切な仮囲い・養生を実施すること 
・障害特性に配慮し、不安・混乱を与えない施工計画とすること 
・作業員への施設特性・安全教育を徹底すること 
・利用者との接触・会話について十分配慮すること 
・緊急時には施設職員の指示に従うこと 
 

（７）現地確認について 
必要に応じて現地確認を実施すること。なお、施設運営上の都合により、訪問日時について

は事前協議とする。 
 
（８）アスベスト等有害物質への対応 

既存建物の改修にあたり、必要に応じて事前調査を実施し、アスベスト含有建材等が確認さ

れた場合は、関係法令に基づき適切に処理・対応すること。 
また、調査・撤去・処分等に必要な届出および安全対策を適切に行うこと。 

  
（９）その他 

    ア 入札参加申出書及び技術資料の作成に必要な費用は、提出者の負担とします。 
    イ 提出された入札参加申出書及び技術資料は、この工事の競争入札参加資格審査以外の資

料として使用しません。 
    ウ 提出された入札参加申出書及び技術資料は返却しません。 
 
（10）お問い合わせ 

〒455-0803 名古屋市港区入場一丁目 114番地の 1 

社会福祉法人 みなと福祉会 事務局（担当：久野） 

             TEL  ０５２－３５５－８０００   FAX  ０５２－３５５－８００８ 
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別紙 

談合その他の不正行為に係る特約条項 

 

（談合その他の不正行為に係る発注者の解除権） 

第 1条 発注者は、受注者がこの契約に関して次の各号のいずれかに該当したときは、直ちにこの契

約を解除することができる。 

(1) 受注者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下「独

占禁止法」という。）第 3 条、第 6 条、第 8 条又は第 19条の規定に違反（以下「独占禁止法違反」と

いう。）するとして、独占禁止法第 49 条に規定する排除措置命令又は第 62条第 1 項に規定する納付

命令を受け、当該命令が確定したとき。 

(2) 受注者又は受注者の役員若しくは受注者の使用人が、刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条の 

6 若しくは第 198 条又は独占禁止法第 89 条第 1 項、第 90 条第 1 号若しくは第 2 号若しくは第 95 条

第 1 項第 1 号に規定する罪を犯し、刑に処せられた（刑の執行が猶予された場合を含む。以下同じ。）

とき。 

(3) 前 2 号に規定するもののほか、受注者又は受注者の役員若しくは受注者の使用人が、独占禁止法

違反行為をし、又は刑法第 96 条の 6 若しくは第 198 条の規定に該当する行為をしたことが明らか

になったとき。 

 2  前項各号のいずれかに該当し、かつ、発注者が契約を解除した場合における当該契約解除に係る

違約金の徴収については、名古屋市契約規則（昭和 39年名古屋市規則第 17号）（以下「契約規則」

という。）第 45条第 2 項又は第 3 項の規定に基づく本約款の手続によるものとする。 

 

（談合その他の不正行為に係る賠償額の予定） 

第 2 条 受注者がこの契約に関して前条第 1 項各号のいずれかに該当したときは、発注者が契約を解

除するか否かにかかわらず、受注者は、契約金額に 100 分の 20 を乗じて得た額の賠償金に、契約

金額の支払が完了した日から賠償金の支払日までの日数に応じて契約締結の日における契約規則

第 46条の 2第 1項に定める割合による利息を付して支払わなければならない。ただし、次の各号

のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 前条第 1 項第 1 号及び第 3 号のうち、独占禁止法違反行為が、独占禁止法第 2 条第 9 項に基づく不

公正な取引方法（一般指定）（昭和 57 年 6 月 18 日公正取引委員会告示第 15 号）第 6 項で規定する

不当廉売の場合など発注者に金銭的損害が生じない行為として、受注者がこれを証明し、そのこと

を発注者が認めるとき。 

(2) 前条第 1 項第 2 号のうち、受注者又は受注者の役員若しくは受注者の使用人が刑法第 198 条に規

定する罪を犯し刑に処せられたとき、又は同項第 3 号のうち、刑法第 198 条の規定に該当する行為

をしたことが明らかになったとき。ただし、受注者又は受注者の役員若しくは受注者の使用人が刑

法第 96条の 6 の規定にも該当し、刑に処せられたとき（同項第 3 号については、刑法第 96条の 6 の

規定に該当する行為をしたことも明らかになったとき。）を除く。 

 2  第 1 項に規定する場合において、受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、発注者

は、受注者の代表者であった者又はその構成員であった者に同項に規定する賠償金及び利息の支払

を請求することができる。この場合において、受注者の代表者であった者及びその構成員であった

者は、連帯して支払わなければならない。 

 3  第 1 項の規定にかかわらず、発注者に生じた損害の額が同項に規定する賠償金の額を超える場合

は、発注者は、受注者に対しその超過分につき賠償を請求することができる。 

 4  前 3 項の規定は、この契約による履行が完了した後においても適用するものとする。 

（以上） 
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書式１―１ 

 

入札参加申出書 
 
 
 
 

    年  月  日 
 
 
 

社会福祉法人 みなと福祉会  
 

理事長 石川修 
 
 
 
 
 

会 社 名 
代 表 者 名 

 
 
 
 

しおかぜ作業所 大規模修繕工事 に入札参加を希望します。 
 
 
 
 
 

〔添付資料〕 
① 登記簿謄本の写し 

② 建設業許可証の写し（有効期限がわかるもの） 

③ 名古屋市における一般競争入札参加資格審査の結果通知書の写し（最新年度） 

④ 愛知県内に本店、支店又は営業所を有することが確認できる書類 

⑤ 一般競争入札参加要件総括表（書式１－２） 

⑥ 配置予定技術者の資格、経歴が確認できる書類（書式１―３） 

⑦ 会社案内及び会社役員構成・氏名が確認できるもの 

 
 
  

印 
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書式１－２ 

一般競争入札参加要件総括表 
 

令和   年  月  日 
 
 

要 件  項 目 内 容 備 考 

① 会社更生法 第１７条関係 該当する ・ 該当しない 登記簿謄本を添付 

② 民事再生法第２１条関係 該当する ・ 該当しない  

③ 建設業許可及び有効期限  許可書の写しを添付 

④ 名古屋市における一般競争入札 
  参加資格審査の結果 

 
通知書の写しを添付 

（最新年度） 

⑤ 指定地域内に本店、支店又は営

業所の設置 
住所  

⑥ 配置予定技術者の経験 資格 
別紙様式 
資格証の写しを添付 

⑦ 名古屋市からの指名停止 該当する ・ 該当しない  

⑧ 名古屋市が行う暴力団関係事 
  業者の排除に関する排除設置 
  期間中である 

該当する ・ 該当しない  
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書式１－３ 
 

配 置 予 定 技 術 者 等 の 資 格 
 
（件名    しおかぜ作業所 大規模修繕工事                           ） 
（共同企業体名又は会社名                                ） 
 

現場代理人氏名  

監理技術者氏名  

監理技術者資格者証 交付番号      交付年月日     年     月     日 

 
監理技術者資格者証の写し 

 
       表 

 

       裏 
 

 
 

更新をしている場合は、最初に交付を受けた年月日を記入してください。 

最初に交付を受けた年月日   年  月  日 

 
 

 
 


